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第１部 品川区障害者計画 

 計画の基本的な考え方 第１章

１．計画策定の趣旨 

近年、国においては、障害者制度の集中的な改革を推進してきました。平成 23

年 8 月には、「障害者基本法」の一部改正により、共生社会の実現が法律に明記さ

れ、平成 24 年 10月には「障害者虐待防止法」の施行、そして平成 26 年 4 月には、

障害者の日常生活・社会生活への支援を総合的かつ計画的に行うための「障害者総

合支援法」が完全施行されるなど、障害者施策は大きな転換期を迎えています。 

一方、区では、平成 20 年 4 月に「品川区基本構想」、平成 21 年 4 月に「品川区

長期基本計画」（平成 26 年 4 月改定）を策定し、「みんなで築く健康・福祉都市」

の実現に向け、障害者一人ひとりに対するステージごとの切れ目のないきめ細やか

な障害者福祉施策を実施するとともに、障害者を支える地域づくりを進めています。 

国の動向にも的確に対応しつつ、これまで区が進めてきた障害のある方の地域で

の自立を支援する取り組みについては、引き続き充実させていく必要があります。

また、平成 25 年に実施した基礎調査などから、障害のある方の生活状況や意向な

どを十分に踏まえながら施策を進めていく必要があります。   

こうした状況の中、区では、障害者基本法に規定された障害者計画と、障害者総

合支援法に規定された障害福祉計画を一体的に策定し、障害者施策の計画的な推進

を図ります。 

 

２．計画の位置づけ 

障害者計画・障害福祉計画は、区の長期的・総合的な計画である「品川区長期基

本計画」の障害者施策に関する下位計画として位置づけられています。 

 

図表 １-１ 品川区障害者計画・障害福祉計画の位置づけ 

 

 

品川区長期基本計画 区政運営の基本方針 

障害者基本法第 11 条第 3 項 
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３．計画の理念と基本方針 

区は、障害者施策の展開にあたり、障害のある人もない人も、誰もがその能力を

最大限に発揮しながら自立した責任ある個人として主体的に生きられるよう、人間

としての尊厳や権利を尊重してきました。 

国においても、平成 23 年の障害者基本法改正により、共生社会の実現について、

「全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえ

のない個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり、全ての国民が分け隔

てられることなく相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現する」

とうたわれました。 

こうした理念のもと、区は、さらに障害者本人が主体となり、自らの人生につい

ての自己選択・自己決定が尊重され、人間としての尊厳をもって地域生活を送るこ

とができるよう、以下の基本理念と基本方針を掲げます。 

 

計画の基本理念 （1）

 

 

計画の基本方針 （2）

 

①障害者のライフステージ1を通しての総合的・継続的な支援 

一人ひとりの人生が違うように、また人生に対する価値観が違うように、障害の

ある方のライフスタイルや価値観、その時々のライフステージごとに求められる支

援も変化していきます。障害者が自ら必要と考える支援を選択し、生活を組み立て、

可能なかぎり地域で自立し、質の高い生活を送ることができるようになるためには、

個々の障害特性やその時々のニーズを的確に把握するとともに、本人をとりまく家

族状況や家庭環境、社会生活面を含めた生活環境全体に配慮した上で、様々な社会

資源・支援サービスに適切につなぐことが重要になります。乳幼児期から就学期、

成人期、高齢期へとそれぞれのライフステージごとの支援が途切れることなく、総

合的・継続的になされるよう、区全体の施策を展開していきます。 

 

②障害者の主体性の尊重 

障害者支援で大切なことは、障害者が自ら主体的に生活のあり方を選択・決定し

ていくことを最大限尊重することです。どんなに障害が重くても、その人らしく生

きていくことが本人にとっての自立を意味すると考え、自らの選択によって一人ひ

                         
1人の一生のうち、年代にともない変化していく段階のことです。乳幼児期、児童期、青年期、 

壮年期、老年期などに分けられます。 

“自分らしく、あなたらしく、共感と共生の社会へ” 

～人それぞれのライフステージを通し、自分らしく生きられる地域社会の実現～ 
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とりがより豊かに生活の質を高めることができるよう、様々な社会資源を整備して

いきます。一方、障害者が主体的に働ける社会や文化・スポーツ活動等の余暇を楽

しむ社会を推進していくことも重要です。障害特性に配慮した環境整備とともに、

働き方を自己選択できるような就労メニューの工夫をすることで、障害者が安心し

て働きつづけられるような支援を充実させていきます。文化・芸術活動、スポーツ

等についても、障害者が主体的に自らのライフスタイルを豊かにできるような支援

を進めます。 

 

③共に生きる、共に暮らす地域社会の実現 

障害者基本法の改正や障害者虐待防止法の施行、障害者差別解消法の成立に至る

まで、障害者の人権を守るための制度の整備が進んでいます。これらの法整備によ

り、日本は平成 26 年 2 月に障害者の権利条約に批准しました。これらの制度・法

整備は、障害者にとって大きな意義をもつものです。障害者基本法にもうたわれて

いる「全ての国民が分け隔てられることなく相互に人格と個性を尊重し合いながら

共生する社会を実現する」ためには、日常的に地域社会の中に交流の機会があるこ

とや、一般区民が利用する図書館、文化センター、体育館などの公共施設の利用が

合理的配慮によりスムーズになっていくこと、児童福祉法や教育関連の施策につい

ても障害のあるなしに関わらず地域で共に育つ・育てることを基本として捉えるこ

とが、共に生き、共に暮らしていく社会をつくっていく第一歩となります。障害者

理解のための普及啓発活動の推進を図り、共に生きる社会の実現をめざします。 

 

４．計画期間 

品川区障害者計画の期間は、平成 27年度から平成35年度までの9年間とします。

ただし、この間の社会情勢の変化および国の動向などを踏まえた上で、必要に応じ

て計画の見直しを行います。 

また、一体的に策定する品川区障害福祉計画の期間は、国が定める基本指針によ

り、平成 27 年度から平成 29 年度までの 3 年間とします。 

 

図表 １-２ 品川区障害者計画・障害福祉計画の計画期間 

 年度（平成） 

 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 

品川区長期基本計画 21～30【10年】      

品川区障害者計画       27～35【9年】 

品川区障害福祉計画       27～29【3年】       

品川区地域福祉計画   23～32【10年】    

品川区子ども・子育て計画       27～31【5年】     
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５．重点施策 

  基礎調査結果や関係者のご意見やご要望、社会情勢の変化等を踏まえて計画策定

にあたっての課題を整理し、本計画における基本理念、施策目標の実現をめざして

以下の３項目を重点施策として掲げ、積極的な事業展開および推進を図ります。 

 

自立した地域生活実現のための在宅支援の強化 （1）

障害者の基礎調査結果からも、地域で独立して生活したいという希望が半数以上

を占めているように、障害が重くても長く住み続けられるよう、地域支援・在宅支

援を強化していく必要があります。 

就労支援体制の強化により障害者の社会参加が進みつつありますが、今後は、合

理的配慮の視点に立ち、障害特性を踏まえた教育体制、雇用体制等社会生活の基盤

の見直しを進めることが、自立を促進していく大事な要素と考えます。その一方で、

地域移行や地域定着支援の促進も含め、支援を受けながらその人らしい自立生活を

地域で支えるには、多角的な視点が必要となります。 

居住環境の整備や居宅介護等の障害福祉サービスによる在宅支援の強化とあわ

せ、地域センターや民生委員の協力といった身近な地域で日常的に支えていく環境

を整えていきます。また、重度障害者が地域で暮らし続けるための保健医療部門と

協働する仕組みなど、それぞれの暮らし方に合った支援が円滑に進められるよう、

横断的なネットワーク体制を強化していきます。 

 

重度化・高齢化への対応 （2）

障害のある方の重度化・高齢化に伴い、「老障介護」といわれるように、支える

家族も高齢化しています。支える家族が尐ない場合、主たる介護者に何かあった時

には、突然在宅生活が成り立たなくなることもあります。こうした老障介護の現状

で、「親亡き後」を見据えた支援を構築していくためには、高齢化により心身の機

能が低下した方や、重度の障害のある方、常に医療的なケアが必要な方でも安心し

て地域で暮らせる支援体制を整備する必要があります。在宅生活の見守りや困った

ときの居宅介護サービスや宿泊できる体制、日中活動の場の組み合わせ等、地域生

活コーディネートを基本とした新たな仕組み「地域生活支援拠点」の構築は欠かせ

ないものです。 

また、介護保険サービスとの連携や、訪問診療・訪問看護・訪問訓練といったア

ウトリーチ型サービスの提供には、福祉・保健・医療等関係機関の連携が欠かせな

いものであり、支援体制の整備・構築をあわせて進めていきます。 

相談支援を中心に据えながら、個々のライフステージごとに変化する障害の状態

像、家族の介護力や社会生活の環境の変化等、節目を見据えた中長期的視点に立っ

た継続した支援を進めます。 
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療育支援体制の充実 （3）

児童福祉法改正（平成 24 年）以降、国においても、障害児支援のあり方が改め

て見直され、「子どもの将来の自立にむけた発達支援」だけでなく、「ライフステー

ジを通した一貫した支援」、「家族を含めた総合的な支援」、「できるだけ身近な地域

における支援」が必要であるとうたわれています。 

区においても、成長段階において切れ目のない支援のために、保健センター等医

療保健部門、保育課等子育て支援部門、教育委員会等教育部門などの連携を強化し、

組織横断的な支援・連携体制（ネットワーク）を構築していきます。 

また、障害児の低年齢化・多様化に対応した早期からの発達相談や療育を充実さ

せるためには、児童発達支援センターに障害特性に応じた専門職の配置が必須です。

肢体不自由児も含めた療育体制をあらためて整備するとともに、障害児を育てる保

護者（家族）支援を大切にし、成長段階を見守ることができる、切れ目のない支援

体制の充実を図ります。 

 

６．計画の推進に向けて 

総合的な計画推進体制の強化 （1）

障害福祉施策の総合的な推進のために、計画は全庁的な取り組みとして捉え、各

部署における障害福祉施策を推進するとともに、福祉・保健・教育・雇用・まちづ

くりなど、関係部署の連携を強化します。また、庁内にとどまらず、福祉・保健・

医療・教育・雇用関係機関等との連携を強化します。 

 

地域における連携・協力体制の活用 （2）

障害のある方の地域生活への支援や就労支援、障害への理解の醸成のために、サ

ービス提供機関、ボランティア団体、地域の関係者・関係機関および障害者団体等

と連携・協力し、障害のある方も参加した地域で支え合うまちづくりを進めていき

ます。 

 

計画の進行管理と評価 （3）

定期的に障害福祉サービス等各事業の進捗状況や目標達成状況について点検・評

価を行います。施策・事業の有効性について検証を行い、効果的かつ適切な施策・

事業の実施に努めます。 

 

自立支援協議会 （4）

品川区地域自立支援協議会は、障害のある方が自立した日常生活や社会生活を送

ることができる地域社会の実現をめざし、相談支援事業所をはじめとする地域の関

係機関が連携して、情報の共有および協働を図るための方策を協議するために設置

されました。 

障害者総合支援法においては、市町村は「障害福祉計画を定め、又は変更しよう

とする場合において、あらかじめ、協議会の意見を聴くよう努めなければならない」
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とされています。 

計画策定後は、自立支援協議会の場を活用して計画の進捗状況の検証を行い、区

として取り組むべき課題の明確化などを進めていきます。 

 

 

＜品川区地域自立支援協議会 体制図＞ 
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 障害者の現状と施策の取り組み 第２章

１．品川区における障害者の状況 

品川区の総人口に対する障害者手帳所持者の割合は、平成 26 年 4 月 1 日現在、

身体障害者手帳 2.7％、愛の手帳 0.5％、精神障害者保健福祉手帳 0.2％(推計値)

となっています。過去 5年の推移を見ると大きな変化はありません。（図表２－１） 

 

図表 ２-１ 品川区の総人口に対する障害者手帳所持率の推移 

 
※H26精神障害者保健福祉手帳は認定件数の推計値となります。 

 

品川区の身体障害者手帳所持者は、平成 26 年 4 月 1 日現在、9,583 人で、その

うち 65歳以上の割合は 66％となっています。（図表２－２） 

平成22年度から平成26年度までの過去5年の推移を見ると、手帳所持者数は6％

増加していますが、65 歳以上の割合および等級別割合には大きな変化はありません。

（図表２－２、３） 

障害種別にみると、平成 26年 4 月 1日現在、最も多いのは肢体不自由 4,629 人、

次いで内部機能障害 3,053 人、その後は聴覚平衡障害・視覚障害が続いています。

（図表２－４） 
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図表 ２-２ 身体障害者手帳所持者数の推移 

 
※H27以降は推計値となります。 

図表 ２-３ 身体障害者手帳所持者の等級別割合の推移 

 

 

図表 ２-４ 身体障害者手帳保持者数の推移：障害種別 
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品川区の愛の手帳所持者は、平成 26 年 4 月 1 日現在、1,685 人で、そのうち 65

歳以上の割合は 10％となっています。（図表２－５） 

平成 22年度から平成 26年度までの過去 5 年間の推移を見ると、手帳所持者数は

18％増加しています。65 歳以上の割合に大きな変化はありませんが、等級別割合で

は障害の程度が軽い方の割合が若干増えています。（図表２－５、６） 

 

図表 ２-５ 愛の手帳所持者数の推移 

 
※H27以降は推計値となります。 

 

図表 ２-６ 愛の手帳所持者の等級別割合の推移 

 
 

また、身体障害者手帳と愛の手帳の両方を有する、身体障害・知的障害の重複障

害者は、平成 26 年 4月 1 日現在、293人となっています。 

 

 

 

 

 

1,427

1,495

1,568
1,618

1,685 1,696 1,708 1,719 1,723 1,726 1,729 1,731 1,732 1,732

8%
9% 9% 9% 10% 10% 10% 10% 10% 10% 10% 10% 10% 10%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

1,600

1,700

1,800

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34 Ｈ35

６
５
歳
以
上
の
割
合
（
％
）

愛
の
手
帳
所
持
者
数
（
人
）

総数 65歳以上（％）

5%

5%

4%

5%

4%

29%

28%

27%

26%

26%

30%

29%

29%

28%

28%

36%

38%

40%

41%

42%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H22（n=1,427）

H23（n=1,495）

H24（n=1,568）

H25（n=1,618）

H26（n=1,685）

1度 2度 3度 4度



10 

 

東京都における精神障害者数の推計から、品川区の精神障害者数はおよそ

13,750 人程度と推計されます。2 

品川区の平成 24年度、平成 25 年度を合計した自立支援医療費（精神通院）申請

者数は 7,714 人、精神障害者保健福祉手帳の認定者数は 1,629 人となっており、手

帳取得者数は増加傾向にあります。（図表２－７） 

 

図表 ２-７ 自立支援医療費（精神通院）申請および精神障害者保健福祉手帳の 

             認定状況の推移 

 
※H26以降は推計値となります。 

※自立支援医療費申請、精神障害者保健福祉手帳認定の有効期限はいずれも 2 年であるため、

各年度における申請・認定者数の実態は、当該年度と前年度を合計した数値と推測されます。 

 

図表 ２-８ 精神障害者保健福祉手帳認定者の等級別割合の推移 

 

                         
2  東京都福祉保健局障害者施策推進部精神保健・医療課「東京都の精神保健福祉（平成 24 年
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た患者調査（指定統計第 66号）によるものです。 
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２．品川区における障害者福祉施策の展開 

品川区では、1960 年代初頭から、基礎的自治体としては全国に先駆けて、障害

者施策への取り組みを開始しました。その後現在に至るまで、障害者が社会の一員

として等しく教育を受けて働くことで、社会活動に参加できるように、インクルー

ジョン3の実現に努めています。 

 

障害者施策への取り組みの開始 （1）

【第一期：～1982 年度】 

区の本格的な障害者施策の取り組みは、全国的にもほとんど例のない障害者の通

所施設「区立西大井福祉ホーム」の開設(1967（昭和 42）年)から始まりました。こ

の時代は、国全体で大規模な入所施設の建設が始まっており、障害者は親元を離れ

施設の中で生涯を過ごすことが幸せだと考えられ、保護者もまちの中で普通に暮ら

していくことを求めていない時代でした。そうした中で、障害者がまちの中に暮ら

し、毎日通いながら訓練や作業をする場所として運営された「区立西大井福祉ホー

ム」は、その後の品川区の障害者福祉施策の方向を決めていく意味で重要なものと

なりました。「区立西大井福祉ホーム」は区立の法外施設と位置づけられていまし

た。その理由は、当時の身体障害者福祉法・知的障害者福祉法に基づく援護施設に

は、通所施設の種別や、身体・知的障害者が障害の区別なく通所できる施設として

の種別が存在しなかったためです。 

「区立西大井福祉ホーム」での実践を重ねる中で、障害者団体、保護者等の要望

を受け、「区立心身障害者福祉会館」が開設されました（1977（昭和 52）年）。この

施設は国の制度に基づかない独自施設であり、国が身体障害者福祉法の改正によっ

て制度化した身体障害者福祉センターＢ型(1984（昭和 59）年)の機能を先取りした、

全国的にもほとんど例のない施設でした。具体的には、障害者団体の活動やボラン

ティアの育成、入浴サービスとともに、身体・知的障害者通所施設の機能をもち、

授産作業については、後に全国的に知的障害者授産施設の定番作業となったクリー

ニング作業(区立保育園のシーツ)をいち早く取り入れるなど、先駆的な取り組みを

行った施設でした。 

 

養護学校卒後の受け皿の整備と多様なニーズへの対応 （2）

【第二期：1983～2001 年度】 

「親亡き後の施設」の実現を起点とし、「地域とともに」を理念に掲げた社会福

祉法人品川総合福祉センターが開設されました（1983（昭和 58）年）。身体障害者

入所・通所施設（第一さつき園、第二さつき園）および知的障害者入所・通所施設

                         
3 インクルージョン（inclusion）とは、英語で「包含、包み込む」ことを意味しています。こ

こでいうインクルージョンは、福祉の領域において、「障害があっても地域の資源を利用し、地域

の人々が包み込んだ共生社会を目指す」ことを意味しています。地域社会は様々な人によって構

成されていることが自然であり、そこで、それぞれがその人らしい暮らしを実現していく社会の

在り方を示しています。 
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（第一かもめ園、第二かもめ園）を整備し、入所施設には、それぞれショートステ

イを２床併設しました。品川総合福祉センターは、設置運営主体である社会福祉法

人の設立支援および用地確保を区が行い、民間法人と行政のパートナーシップによ

る施設整備（いわゆる「品川方式」）を採用するとともに、地域型の福祉複合施設

である（障害種別によらない障害者と高齢者を対象にし、特別養護老人ホーム「か

えで荘」を併設）という点において特徴的でした。 

その後、障害者施設と高齢者施設を併設する地域型の福祉複合施設として、「品

川方式」の社会福祉法人福栄会が開設されました（1990（平成 2）年）。福栄会は、

高齢者施設（特別養護老人ホーム「晴楓ホーム」、軽費老人ホーム「東海ホーム」、

高齢者住宅「区立東品川わかくさ荘」）、知的障害者通所更生施設「第一しいのき学

園」、知的障害者通所授産施設「第二しいのき学園」の複合施設を開設しました。

これは、社会福祉法人品川総合福祉センターの実績を踏まえ、障害者施設のさらな

る整備を行うとともに、複合メリットを活かし安定的な運営をめざしたものです。

同様な考え方で、高齢者住宅「東品川わかくさ荘」に障害者用住宅を２戸確保（1992

（平成 4）年）したほか、借上型高齢者住宅「グレースマンション」に障害者用住

宅を２戸確保（1994（平成 6）年）するなど、障害者の住まいの整備を図りました。 

さらに、知的障害者の自立生活支援のため、同じ時期に、知的障害者生活ホーム

(グループホーム)として「北品川つばさの家」（ショートステイ２床併設）（1991（平

成 3）年）、「西大井つばさの家」(1994（平成 6）年)を整備しました。 

こうした地域型障害者施設の整備が進む中、品川区の障害者施策の出発点ともい

える「区立西大井福祉ホーム」は、知的障害者通所更生施設「西大井福祉園」とし

て生まれ変わりました(1994（平成 6）年)。 

一方、障害者の福祉的就労支援の試みとして、障害者事業団「ふれあいの会」が

発足しました（1984（昭和 59）年）。「ふれあいの会」は、障害者とその保護者が共

に働きながら、区委託の区立公園等の清掃作業、駅周辺の一体型ゴミ箱清掃、ビル

清掃（町会会館、介護福祉専門学校校内）および授産事業として室内軽作業、自主

製品製作作業、リサイクル自転車（放置自転車の整備・再生）など、他に見られな

い特徴を持ち、後の知的障害者福祉工場開設への起点となりました。ふれあいの会

は、安定的な運営をめざして、社会福祉協議会「ふれあい作業所」として再出発し

（1993（平成 5）年）、現在も事業を行っています。  

障害者の就労支援を充実させるため、様々な取り組みを実施し、充実させていき

ました。特に、就業の場の確保については、イトーヨーカドー大井町店内の福祉シ

ョップ「テルベ」の開設（1997（平成 9）年）、「ふれあい作業所」の取り組みから

始まった福祉的就労支援を推進するための、都内で初めての知的障害者福祉工場

「しながわ」の開設（1998（平成 10）年）など、多彩な取り組みを模索しました。

また、福祉工場での最低賃金の保障、それまで身体障害者対象であった通所授産施

設「第二さつき園」の利用対象者を知的障害者にも広げる(2000（平成 12）年)など

様々な福祉的就労の仕組みづくりを行いました。 
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利用者主体のサービスと地域での自立に向けて （3）

【第三期：2002年度～】 

措置制度から障害者自身の自己決定に大きく踏み出した支援費制度導入により、

「施設から地域へ」という大きな流れの中で、障害者の地域生活支援の中核センタ

ーである障害者生活支援センターを開設する（2002（平成 14）年）とともに、障害

者就労支援センター「げんき品川」を開設し(2003（平成 15）年)、ジョブコーチ4に

よる職場定着支援などが始まりました。さらに、2004（平成 16）年、都内で初めて

地域移行を目的とした知的障害者入所更生施設「かがやき園」を開設し、知的障害

者の地域移行の取り組みを開始しました。2005（平成 17）年には、精神障害者の地

域での活動拠点として、日常生活の相談、就労についての相談、交流の場の提供を

行う精神障害者地域生活支援センター「たいむ」を開設しました。 

2006（平成 18）年には障害者自立支援法が施行され、新たな障害福祉サービス

の仕組みが整備されることとなりました。自立支援法の理念でもある、地域で安心

して暮らせる社会の実現を目指すための施策として、障害者の地域移行のための生

活支援は重要な課題となっており、区はこうした取り組みをさらに充実させていき

ます。 

  障害者自立支援法施行後、新たに児童デイサービスが自立支援法の療育サービス

に位置づけられたことを受け、区は、発達障害の子ども達に特化した児童デイサー

ビス「コンパス」を立ち上げ(2007（平成 19）年)、先駆的な療育に取り組みました。 

  2008（平成 20）年には「家庭あんしんセンター」にあった「障害者生活支援セン

ター」を区立心身障害者福祉会館に移し、地域の相談支援の拠点と位置づけました。

新体系サービス移行時には、同施設に訓練事業と就労移行支援事業をおき、障害者

の自立支援への強化に取り組みました。その後、就労移行支援事業は、効果的な事

業運営を図るために、「障害者就労支援センター」を運営するげんき品川へ移行し

ています(2012（平成 24）年)。 

  一方、それまで東京都の役割とされていた重症心身障害児者の支援について、地

域施設活用型の重症心身障害者通所事業「ピッコロ」を立ち上げ(2012（平成 24）

年)、既存の施設では対応できない医療的ケアの必要な障害者の日中活動拠点を整

備しました。 

  高次脳機能障害者5への支援についても、「障害者生活支援センター」に専門相談

員および地域の医療機関との連携のための地域医療コーディネーターを配置し

(2011（平成 23）年)、地域連携の仕組みづくりとともに独自の支援を行っています。 

  また、精神障害者の安定した地域生活の継続のために、精神障害者地域生活安定

化支援事業を開始しました(2011（平成 23）年)。精神科医師による地域巡回の家庭

訪問や面談を行うほか、保健センターや精神障害者地域生活支援センターがチーム

                         
4 ジョブコーチとは、「職場適応援助者」ともいい、障害者が実際に働く環境において、障害者・

事業主・障害者の家族に対して、職場定着に向けたきめ細かな支援を行う者のことです。 
 

5 高次脳機能障害とは、外傷性脳損傷、脳血管障害等により、脳に損傷を受け、その後遺症等

として生じた記憶、注意、遂行機能、社会的行動などの認知機能（高次脳機能）に不具合が生じ

た状態をいいます。 
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で支援に入り、服薬管理や治療中断防止等により退院・退所後の地域定着に取り組

んでいます。 

  地域生活支援の取り組み強化として、区立心身障害者福祉会館に地域活動支援セ

ンター「逢（あえる）」を設置（旧身体障害者福祉センターＢ型からの移行）し、

在宅の障害者の方の日中活動の場を広げました(2012（平成 24）年)。 

  2012（平成 24）年には、障害者虐待防止法の施行を受けて、虐待の未然防止、早

期発見、発生時の迅速な対応や再発防止の方策等への取り組みを進めています。同

年、障害者福祉課に専用電話「しながわ見守りホットライン」を設置しました。ま

た、「品川区虐待防止ネットワーク推進協議会」（人権啓発課所管）を設置し、庁内

外の関係機関との連携協力体制の整備・強化とともに、虐待防止や養護者への支援

に関する普及・啓発活動を推進しています。 

  就労支援による自立支援の仕組みは、障害者雇用促進の取り組みからも大きく進

展してきました。2013（平成 25）年、障害者の自立を促進していくことを目的とし

て「障害者優先調達推進法」が施行されたことを受け、「品川区における障害者就

労施設等からの物品等の調達方針」を策定しました(2013（平成 25）年)。「優先調

達カタログ」を作成し、区が契約によって調達する物品等について、区内障害者就

労施設等からの調達を推進しています。また、2014（平成 26）年、リニューアルオ

ープンした区役所内の売店運営を品川区社会福祉協議会ふれあい作業所が行うこ

ととなり、知的障害のある方が販売員として働いています。 

  発達障害者6への支援も段階的に進めてきました。今後ニーズの高まりが予想され

る成人期の支援については、既存の福祉サービスになじまないケースが多く、障害

特性に合った支援が必要となっています。2014（平成 26）年、鉄道弘済会アフター

ケアセンター跡施設を借り受ける形で、発達障害者支援施設「ぷらーす」を開設し

ました。パソコンによる作業を中心とした就労継続支援事業Ａ型・Ｂ型事業のほか、

発達障害者の就労に関する相談や就労前プログラムの実施など、障害特性への支援

としての成人期支援事業を展開しています。先行して実施していた発達障害・思春

期サポート事業「ら・るーと」もこの施設に移転し、発達障害者の思春期から成人

期への一貫した支援を行う拠点となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         
6 発達障害とは、一般に乳児期から幼児期にかけて様々な原因が影響し、発達の遅れや歪み、

機能獲得の困難等が生じる心身の状態をいいます。「発達障害者支援法」（平成１７年４月施行）

では、「自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害（ＬＤ）、注意欠陥多動

性障害（ＡＤＨＤ）その他これに類する脳機能の障害であってその症状が通常低年齢において発

現するものとして政令で定めるものをいう」とされています。 
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 施策の方向と展開 第３章

前章までで述べた計画の基本的な方向、区の障害者の現状と施策の取り組み状況

を踏まえ、９つの施策の柱を掲げてそれぞれについて具体的な施策の展開を図りま

す。（図表３－１） 

 

図表 ３-１ 施策体系 

 

 

基本 

理念 

基本 

方針 
施策の柱 施策の方向 

自
分
ら
し
く
、
あ
な
た
ら
し
く
、
共
感
と
共
生
の
社
会
へ 

～
人
そ
れ
ぞ
れ
の
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
を
通
し
、
自
分
ら
し
く
生
き
ら
れ
る
地
域
社
会
の
実
現
～ 

障
害
者
の
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
を
通
し
て
の
総
合
的
・
継
続
的
な
支
援 

１.相談支援体制の充実 

①障害児・者一人ひとりに合ったケアマネジメント体制の充実 

②障害の個別性に合わせた専門相談の充実 

③関係機関（保健・医療・教育等）との連携強化による相談支援 

体制の充実 

 

２.地域生活支援体制の整備 

①地域で自立・安心した生活を送るための拠点施設や住環境の 

整備 

②在宅サービスの充実 

③障害特性に応じた支援の強化 

 

３.子どもの成長を支える 

療育と家族支援体制の 

充実 

①専門性の高い相談・療育支援体制の整備 

②障害があっても地域で育てる仕組みの構築 

③障害児を育てる保護者のための子育て支援の充実 

 

 

４.安心・安全な生活基盤の 

確保 

①重度化・高齢化した障害者とその家族への支援体制の構築 

②地域の見守りと緊急時支援の取り組みや対応力の強化 

③災害時における支援体制の整備 

 

 

５.人材育成 

①障害特性を理解し、幅広い観点から支援できる人材の育成 

②障害者支援の核となる人材の育成 

③ボランティアや当事者参加による地域支援力の向上 

 

 

障
害
者
の
主
体
性
の
尊
重 

６.豊かな日常生活を送る 

ためのサービスの充実 

①障害者一人ひとりに即した日常生活の質を高める支援の充実 

②文化・芸術活動、スポーツ等余暇活動の促進 

③地域における社会参加や社会活動への支援 

 

 

７.就労機会の拡充、 

就労支援体制の充実 

①一般就労に向けての就労支援の強化 

②福祉的就労の場におけるそれぞれの障害者の能力を活かせる 

多様な就労メニューの工夫 

③障害者の雇用拡大に向けた区の率先した取り組みの推進 

 

共
に
生
き
る
、
共
に
暮
ら
す 

地
域
社
会
の
実
現 

８.権利擁護体制の構築 

①障害者虐待防止対策事業の強化・推進 

②成年後見制度の利用促進 

③サービス向上に向けた取り組みの推進 

 

 

９.障害者理解と共感の 

やさしいまちづくり 

①インクルージョンに基づく、障害者にやさしいまちづくりの 

推進 

②合理的配慮を共通基盤とした行政サービスの整備 

③障害者理解のための普及・啓発活動の充実 
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１．相談支援体制の充実 

 

現状と課題 （1）

 

○ 障害福祉サービス利用者に対する計画相談支援の導入により、指定特定相談支援

事業所がサービス利用計画をたて、継続的に相談支援を担っていくことになりま

した。地域の相談支援事業所には、サービス利用を目的にするだけでなく、一人

ひとりに合ったケアマネジメント7ができるような、質・量ともに充実した相談支

援機能が求められています。 

○ 保健センターと医療機関の連携や乳幼児健診等をきっかけとして療育に関する相

談が始まることが多いため、障害児を育てる子育て支援等、保護者を支えていく

ための連携をさらに強化する必要があります。福祉・保健・医療・教育等の連携

を強化し、個々の成長を見守り、特に学校教育への繋ぎや学校へ通いながらも地

域で安心して過ごせる環境づくり、社会に出ていくための準備を丁寧に進め、途

切れることのない一貫した相談支援体制をつくることが求められています。 

○ 精神障害や難病、進行性疾患の方などは、病状が安定せず、社会生活が困難にな

る場合があることから、福祉・保健・医療が連携して対応することが重要です。

また、障害者が地域で安心・安定した生活を送るために、区民や地域支援者が障

害の正しい知識を得て理解を深めていくための啓発活動等を、福祉・保健・医療

の連携により実施していくことが求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         
7 ケアマネジメントとは、障害者の地域生活を支援するために、情報提供や様々な相談に応じ

るとともに、一人ひとりのニーズを的確に把握し、福祉、保健、医療、教育、就労などのニーズ

と地域の社会資源を結び付け、調整し、総合的・効果的なサービス提供が継続的に受けられるよ

うにする援助の方法あるいは考え方です。 

6.0

3.5

3.0

2.4

1.0

1.0

0 10 20 30 40 50

日常生活用具給付事業

相談支援事業

地域活動支援

センター事業

移動支援事業

コミュニケーション

支援事業

日中一時支援事業

％総数=2,550 （複数回答）

【地域生活支援事業の利用状況】 

在宅の方対象、総数＝2,550（複数回答あり） 

32.0

20.0

18.9

17.8

16.0

7.9

0 10 20 30 40 50

相談支援事業

地域活動支援

センター事業

日中一時支援事業

日常生活用具給付事業

移動支援事業

コミュニケーション

支援事業

％総数=2,550 （複数回答）

【地域生活支援事業の利用意向】 

在宅の方対象、総数＝2,550（複数回答あり） 

基礎調査結果 

※施策の柱 1「相談支援体制の充実」に係わる回答に下線を引いています。 
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施策の方向 （2）

 

① 障害児・者一人ひとりに合ったケアマネジメント体制の充実 

○ 障害者一人ひとりの主体性を尊重した地域生活の支援を強化するためには、利

用者主体のケアマネジメントが重要になります。地域の中核となる相談支援事

業者は、福祉サービス利用を目的とした計画相談だけでなく、基本相談も行い、

地域における身近な相談支援の拠点として機能を充実させます。区は、基幹相

談支援センター8として地域の相談支援事業者を統括し、困難ケースの対応や支

援者のスキル向上等、総合的な視点でケアマネジメント体制を支えていきます。 

方 向 施策の内容 所管 

拡充 

地域の相談支援事業者は、公的サービスの利用へとつなげる視点

だけでなく、地域の社会資源等の活用も視野に入れるなど多角的

な視点で、一人ひとりの主体的な地域生活を支えられるようなケ

アマネジメントを行います。 

障害者福祉課 

拡充 

地域自立支援協議会の定例会となっている関係機関連絡会等で

の情報共有や事例検討等を通して、アセスメント9の共通基盤を

もち、地域のケアマネジメント力の向上を図ります。 

障害者福祉課 

拡充 
基幹相談支援センター機能強化事業の研修を福祉カレッジ化し、

相談支援専門員等地域の支援者の個々の質向上を図ります。 
障害者福祉課 

 

②障害の個別性に合わせた専門相談の充実 

○ 発達障害や高次脳機能障害、さらに難病と、障害の対象範囲が拡大、多様化し

ていることから、求められる支援の個別性が高くなっています。障害種別によ

らない総合的な相談が可能な体制をめざしつつ、障害特性に応じた専門相談の

活用などを充実させ、より適切なケアマネジメント体制を強化していきます。 

方 向 施策の内容 所管 

拡充 

地域の医療機関や高次脳機能障害の家族会等との連携のもと、心

身障害者福祉会館が地域の相談拠点となるように、高次脳機能障

害の専門相談事業を充実させます。 

障害者福祉課 

保健センター 

拡充 
関係機関との連携を強化し、発達障害の特性に合わせた児童期か

ら成人期まで切れ目のない支援の充実を図ります。 
障害者福祉課 

拡充 

神経難病患者等の在宅療養生活に困難を伴う患者やその家族に

対する個別支援活動、在宅難病訪問診療事業、難病リハビリ教室

の開催とともに、病気の理解と支援力を高めるための啓発活動な

どを強化します。 

保健センター 

継続 

専門医師による一般精神保健・うつ病安心相談、高齢期のこころ

の相談・児童思春期の心の相談等、精神保健に係わる専門相談の

充実を図ります。 

保健センター 

                         
8 基幹相談支援センターとは、障害者総合支援法に基づく、地域における相談支援の中核的な

役割を担う機関であり、相談支援事業者間の連絡調整や、関係機関の連携支援を行います。 
 

9 アセスメント（assessment）とは、英語で「評価、査定」という意味の言葉です。ここでい

う「アセスメント」とは、利用者の身体的・精神的状況だけでなく、日常生活や文化・余暇活動

などの社会生活の状況等を総合的に把握し、利用者が何を望んでいるか（ニーズ）を踏まえて、

その現状を評価することです。 
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③関係機関（保健・医療・教育等）との連携強化による相談支援体制の充実 

○ 障害の多様化、低年齢化等、早期の療育が求められる中、障害児を育てる家族

支援が何より大切になります。保健センターや保育課、教育総合支援センター、

医療機関等との連携を強化し、専門的な療育を受けながら地域で安心して過ご

すことができるように、成長発達段階に応じた支援体制を整備します。 

○ 精神疾患や難病等、状態像の変化に対応できるように、医療保健分野との連携

を強化し、安定した日常生活を送れるよう支援します。 

方 向 施策の内容 所管 

拡充 
障害があってもなくても地域で共に育つという理念のもと、療

育支援ネットワーク機能を充実させます。 
障害者福祉課 

継続 

保健センターでは、すくすく赤ちゃん訪問にはじまり、乳幼児

健診後のスクリーニング10、心理相談や経過観察グループ等を

通して乳幼児の心理発達面の経過観察を行い、助言指導、療育

機関への紹介を行います。 

保健センター 

拡充 

妊婦の保健指導や母子保健に関する相談では、障害のある母親

等、要支援妊婦への育児相談等に応じ、関係機関との調整を図

ります。 

保健センター 

拡充 

児童家庭相談の中には、支援を必要とする児童も多数含まれて

おり、療育の必要な場合の円滑なつなぎや学校教育現場との調

整等、ネットワークを強化します。 

子ども育成課 

教育総合支援 

センター 

障害者福祉課 

拡充 

保育課や教育委員会での巡回相談や子ども発達相談室の巡回相

談、また児童福祉法のサービスとなる保育所等訪問支援事業に

ついて、有機的な連携に努めます。 

保育課 

教育総合支援 

センター 

障害者福祉課 

継続 
障害者相談員やピアカウンセリング11等の機能を充実させ、障

害当事者による相談の充実を図ります。 
障害者福祉課 

拡充 
自立支援協議会、関係機関連絡会、個別支援会議等を通じ、各

関係機関と連携した支援の充実を図ります。 
障害者福祉課 

拡充 
精神障害者の退院促進後の地域生活の安定化のため、地域生活

安定化支援事業等の充実を図ります。 

障害者福祉課 

保健センター 

拡充 

日常の心身状態の変化や服薬状況の把握に努めながら、医療に

関する相談が医療関係機関に的確に届くように、医療との連携

を強化します。 

保健センター 

障害者福祉課 

拡充 

介護保険等他制度の活用を図る必要のある障害のある方に対し

て、円滑な支援が継続されるように、ケアマネージャー等との

連携を強化します。 

障害者福祉課 

 

                         
10 スクリーニング（screening）とは、英語で「条件に合うものを選び出す」という意味です。

区では、乳幼児健診後のスクリーニングとして、新生児訪問、乳児精密健康診査、1 歳 6か月児

および 3歳児精密健康診査を始め、乳幼児経過観察、発達健康診査、心理相談等を実施し、障害

または発育の遅れの早期発見、早期対応による育児期初期からの子育て支援を行っています。 
 

11 ピアカウンセリングのピア（peer）とは、英語で「同じ立場の仲間」という意味です。ここ

でいうピアカウンセリングとは、同じような障害を持ち、同じような環境や悩みを経験した者同

士が、対等な立場で、障害に起因する問題の解決を助けたり、仲間作りをするために、相談を受

け、同じ体験を持つ者として共感を持って助言等をすることです。 
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地域で独立

して生活

24.7

23.2

6.1

36.6

親や親族の

もとで生活

25.3

24.4

36.4

23.4

グループホーム

などに入居

3.5

1.7

11.5

1.7

障害者入所

施設に入所

5.3

6.0

12.5

3.4

高齢者の入所

施設に入所

6.2

8.7

2.3

2.7

わから

ない

18.6

17.2

14.8

20.6

その他

4.0

4.1

2.3

4.6

無回答

12.4

14.7

14.2

7.0

全体(2,550)

身体障害(1,282)

知的障害(  522)

精神障害(  805)

単位:％

２．地域生活支援体制の整備 

 

現状と課題 （1）

 

○ 今日、入所・入院施設から地域生活へと生活の場を地域へ移行していくことが

国においても政策課題となっています。地域で障害のある方を受け入れ、地域

生活に向けて障害のある方の生活を支える体制づくりが求められています。 

○ 障害のある方の多くが、地域での生活を希望しています。障害のあるすべての

方が、地域社会の中でいきいきと自分らしく自立した生活を送るためには、地

域生活支援の一層の充実が必要です。障害のある方の地域生活をバックアップ

する機能の強化とともに、介護する家族等への支援の充実に向けて、新しい地

域生活モデルの構築に取り組む必要があります。 

○ 障害のある方を介護する保護者の高齢化を要因として、地域生活が困難となり

入所となるケースが増加しています。障害のある方や介護する家族の高齢化が

大きな課題となっており、その対策は喫緊の課題となっています。 

○ ホームヘルプ（居宅介護）など居宅系サービスや、ショートステイのニーズが

高まっています。これらのサービスは、障害のある方の生活支援や、介護する

家族等の負担軽減を図るためのサービスであり、安心して地域生活を送るため

に重要なものです。また、入所・入院者の地域生活移行を図る観点や、年齢的・

精神的な不安を抱えている家族等の介護力を支える観点からも重要なサービス

となっています。今後は、居宅系サービスの提供体制を強化するとともに、シ

ョートステイの充実に取り組む必要があります。 

○ 障害の種別にかかわらず、高齢化が進んでおり、障害特性に応じた支援の充実

とともに、高齢福祉施策との連携が重要な課題となっています。同様のサービ

スについては、65 歳という年齢によって介護保険給付が優先されることとなり

ます。しかしながら、障害のある方が必要としているサービスは年齢による境

界はなく、障害福祉サービスと高齢福祉サービスが適切に、総合的に提供され

ることが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の生活希望】 
在宅の方対象、総数＝2,550 

基礎調査結果 

※重複障害の方がおられるため、三障害の合計数は全体の総数と一致しません。 
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【訪問系サービスの利用意向】 

【障害者の地域生活のために重要だと思う施策】 

21.4

19.1

13.0

12.5

8.1

0 10 20 30 40 50

短期入所

（ショートステイ）

居宅介護

（ホームヘルプ）

行動援護

重度訪問介護

同行援護

％総数=2,550 （複数回答）

39.1

28.8

19.7

5.6

0 10 20 30 40 50

短期入所

（ショートステイ）

行動援護

居宅介護

（ホームヘルプ）

同行援護

％総数=233 （複数回答）
在宅の方対象、総数＝2,550（複数回答あり） 

18 歳未満の方と保護者の方対象、 

総数＝233（複数回答あり） 

 

50.8

43.5

42.4

36.0

33.5

25.6

24.7

23.1

19.8

18.7

17.9

17.5

17.2

16.7

16.4

16.0

13.9

11.2

5.1

2.1

8.1

0 20 40 60 80

障害に対する理解の促進

医療機関の充実

経済的支援の充実

相談支援体制の充実

雇用・就労支援の充実

障害者向けの住まいの確保

入所施設の充実

建物・道路などの

バリアフリー化

趣味やスポーツ活動の充実

訪問系サービスの充実

居住支援の充実

（住まい探しなど）

教育・育成の充実

短期入所の充実

グループホームなどの整備

福祉機器・補装具

などの充実

コミュニケーション支援の

充実

日中活動系サービスの充実

当事者同士で支援しあえる

仕組みづくり

特にない

その他

無回答

％総数=2,550 （複数回答）

76.8

74.7

68.7

59.2

55.4

47.2

43.3

42.9

41.6

40.8

39.5

35.2

32.6

30.0

28.8

28.3

24.5

22.3

1.7

4.3

2.6

0 20 40 60 80 100

雇用・就労支援の充実

障害に対する理解の促進

教育・育成の充実

経済的支援の充実

相談支援体制の充実

障害者向けの住まいの確保

医療機関の充実

グループホームなどの整備

日中活動系サービスの充実

入所施設の充実

趣味やスポーツ活動の充実

短期入所の充実

コミュニケーション支援の充実

居住支援の充実

（住まい探しなど）

建物・道路などのバリアフリー化

当事者同士で

支援しあえる仕組みづくり

福祉機器・補装具などの充実

訪問系サービスの充実

特にない

その他

無回答

％総数=233 （複数回答）

※施策の柱 2「地域生活支援体制の整備」に係わる回答に下線を引いています。 

在宅の方対象、総数＝2,550（複数回答あり） 
18 歳未満の方と保護者の方対象、 
総数＝233（複数回答あり） 
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施策の方向 （2）

 

① 地域で自立・安心した生活を送るための拠点施設や住環境の整備 

○ 障害のある方が住み慣れた地域で自立した社会生活を送るには、個別のニーズ

とライフステージに応じたサービスが質・量ともに確保される必要があります。

日常生活支援サービスの充実とともに、それらサービスを提供する地域生活支

援の拠点施設を整備します。また、日中活動の場を提供する地域活動支援セン

ターの機能を強化し、地域生活の充実を図ります。 

方 向 施策の内容 所管 

拡充 
障害のある方の地域での日中活動が充実するように、生活介護や

就労支援のための基盤整備に努めます。 
障害者福祉課 

拡充 
個々のニーズに応じた創作・生産活動、交流活動等日中活動の場

を提供する地域活動支援センター等の充実を図ります。 
障害者福祉課 

新規 

品川児童学園の改築において、児童発達支援センターとしての機

能強化・拡充とともに、高齢化・重度化に対応した障害者のため

の多機能型施設として、整備を進めます。 

障害者福祉課 

 

○ 地域生活への移行とともに、障害のある方が安心した地域生活を送るためには

住まいの場の確保が重要であることを踏まえ、住環境の整備を進めていきます。 

方 向 施策の内容 所管 

拡充 

重度の知的障害者対象のグループホームや、地域で長く暮らし続

けるための滞在型の精神障害者対象のグループホームなどの整

備について、支援ニーズを踏まえ、適切な施設を誘致するための

助成制度を創設することで民間活力を活用し、促進します。 

障害者福祉課 

拡充 安心した地域移行に向け、体験型グループホームを検討します。 障害者福祉課 

継続 居宅での安心・安全確保のために、住環境の改善を支援します。 障害者福祉課 

 

② 在宅サービスの充実 

○ 在宅サービスは、障害の程度にかかわらず、地域で生活することを希望する障

害のある方の在宅生活を支える重要な柱です。このため、自立支援給付の居宅

介護サービスや、障害のある方を介護する家族等支援のためのショートステイ、

その他の生活支援サービスの充実を図ります。 

方 向 施策の内容 所管 

拡充 

衛生的で健康的な生活の保持のための巡回入浴車の派遣や、日常

生活用具の給付など、一人ひとりの障害特性やニーズに応じた地

域生活支援事業を実施します。 

障害者福祉課 

拡充 
地域で生活する障害のある方とその家族が安定した生活を維持

できるよう、ショートステイを増床します。 
障害者福祉課 

継続 

障害のある方が安心した地域生活を送るために、ＮＰＯ法人等と

協働し、知的・精神障害者対象の２４時間見守り支援や、精神障

害者対象の地域生活安定化支援事業の充実を図ります。 

障害者福祉課 

継続 
障害福祉事業を行うＮＰＯ法人等に対し、育成支援、協働事業を

検討し、地域全体での在宅支援力の向上を図ります。 
障害者福祉課 

継続 
介護保険サービスと障害福祉サービスが、一人ひとりの生活実態

や支援ニーズに基づいて提供されるよう連携を図ります。 

障害者福祉課 

高齢者福祉課 
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○ 地域生活を送る上で適切な保健・医療サービスが受けられるよう、医療機関等

と連携をとり、障害のある方の在宅生活を支えていきます。 

方 向 施策の内容 所管 

継続 
保健・医療機関相互の連携を強化し、精神障害者の入退院時の関

わりや在宅支援を支えるために必要な支援を行います。 

保健センター 

障害者福祉課 

拡充 
障害のある方の在宅生活を支えるために、訪問診療、訪問看護、

訪問リハビリテーションなどの充実を図ります。 
保健センター 

継続 
障害のある方の歯科健康診査等を実施し、地域生活での健康維

持・向上の推進を図ります。 
健康課 

 

③ 障害特性に応じた支援の強化 

○ 障害のあるすべての方が、そのライフステージにおいて地域での自立した生活

を営むことができるよう、障害特性に応じた支援の強化を図ります。 

方 向 施策の内容 所管 

継続 
障害のある方の意思疎通支援のための手話通訳者や要約筆記者

の派遣など、意思疎通支援事業を促進します。 
障害者福祉課 

継続 
手話奉仕員養成研修を実施し、通訳者の確保と質の向上を図りま

す。 
障害者福祉課 

拡充 

発達障害者支援施設「ぷらーす」では、発達障害の特性を活かし

た就労系の日中活動の場の提供や、思春期サポート事業の実施に

より、思春期から成人期へと一貫した支援の充実を図ります。 

障害者福祉課 

継続 

重症心身障害者通所施設「ピッコロ」では、重症心身障害者が充

実した地域生活を送ることができるように、身体機能の維持・向

上、二次障害12の予防のためのプログラムの実施、スヌーズレン13

の活用など日中活動メニューの充実を図ります。 

障害者福祉課 

拡充 

心身障害者福祉会館では、高次脳機能障害者を対象とした専門相

談員による相談機能の充実を図るとともに、生活訓練を通して、

日常生活への対応力向上に向けての支援を強化します。 

障害者福祉課 

継続 
視覚・聴覚障害のある方に、代読・代筆やデイジー14等の機器を

活用した情報支援に努めます。 
障害者福祉課 

 

 

 

                         
12 二次障害とは、成人の障害者、特に脳性麻痺の人に見られる既存の障害（一次障害）の悪化

や、新たに出現した障害のことをいいます。例えば、手足のしびれ、首の痛み、よく転ぶ、腰痛、

関節痛などの身体症状の他、イライラ、もの忘れなど精神症状もあり、その内容は様々です。 
 

13 スヌーズレン（snoezelen）とは、オランダ語で「匂いをかぐ」、「うとうとする」という用語

を組み合わせた造語で、外界を探索することや心地よくまどろむ状態を示すものです。ここでい

うスヌーズレンとは、感覚刺激空間を用いて、重度の知的障害者等に最適な余暇やリラクゼーシ

ョン活動を提供する実践またはそのプロセスを通して構築されてきた理念のことをいいます。こ

の実践は、1970年代、オランダで始まり、現在ではヨーロッパを中心に全世界へ広がってきてお

り、日本においても重症心身障害児・者施設や知的障害児・者施設を中心に普及しています。 
 

14 デイジーとは、Digital Accessible information System の略（DAISY）で、視覚障害者向け

に音声情報を収録したデジタル録音図書などに活用する技術のことをいいます。 
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３．子どもの成長を支える療育と家族支援体制の充実 

現状と課題 （1）

 

○ 医療の進歩により、ＮＩＣＵ(新生児集中治療室)を退院してくる重度の障害児

の増加や発達障害の早期発見から、乳幼児期の療育に関する相談は年々増加し

ています。臨機に対応できる相談支援体制の整備が課題となっています。 

○ 医療的ケアの必要な重度の肢体不自由児等の支援は都立北療育センター城南分

園が担っていますが、比較的軽度な肢体不自由児等の支援については十分な対

応ができていないのが現状です。適正な専門職を配置し、肢体不自由児等の低

年齢時期からの相談や療育の支援体制を構築する必要があります。 

○ 育児休業後の仕事復帰等、就労を希望する障害児の保護者が増加しており、就

労しながら子育てできる環境や療育を受けられる場が求められています。また、

就学や進路、卒業後の社会での自立等、成長段階に合わせた見通しを持った継

続的な相談支援体制が求められています。これらに応える療育支援や相談支援

の充実のためには、保育課や教育総合支援センター等関係部門との連携が不可

欠であり、支援体制を具体的に組み立てていく必要があります。 

○ 重度化する障害児の子育ては、成長するにつれて介助の負担が大きくなってい

くため子育てにかかるストレスは膨らんでいきます。そのためレスパイト事業15

等は欠かせない支援の一つとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         
15 レスパイト事業とは、障害のある方を一時的に預ることにより、家族などの介護者が休息す

る時間を得て、ストレスや心身の疲れを回復させる等、介護の負担軽減を図る事業です 

31.8

15.5

16.7

14.2

10.3

1.3

2.6

3.9

1.3

1.7

0.9

0 10 20 30 40 50 60

生まれたとき

０歳

１歳

２歳

３歳

４歳

５歳

６～８歳

９～11歳

12歳以上

無回答

％総数=233

【障害に気づいたとき】 

18歳未満の方と保護者の方対象、 

総数＝233（複数回答あり） 

 

【日常生活で困っていること】 

78.5

54.1

49.4

36.9

31.8

31.3

30.5

28.3

24.0

21.5

21.0

13.7

12.4

11.2

5.6

3.9

3.0

0 20 40 60 80 100

将来に不安を感じている

災害時の避難に不安がある

緊急時の対応に不安がある

教育・療育について困っている

介助者の負担が大きい

外出に支障がある

障害のため、身の回りの

ことが十分できない

経済的に不安がある

障害や病気に対する

周囲の理解がない

健康状態に不安がある

友だちとの関係が

うまくいかない

困ったとき相談する

相手がいない

近くに、病気や障害を理解した

上で診てもらえる診療所がない

住まいに支障がある

特にない

その他

無回答

％総数=233 （複数回答）

18 歳未満の方と保護者の方対象、 
総数＝233（複数回答あり） 

 

基礎調査結果 
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【通園生活等で困っていること】 【通学生活等で困っていること】 

77.5

75.0

60.0

57.5

45.0

42.5

42.5

42.5

20.0

5.0

5.0

2.5

0 20 40 60 80 100

子どもの将来について

今後の進路について

周囲の子どもとの関係

通園生活での本人の成長

療育・リハビリテーションの

機会が尐ない

教職員の指導の仕方

保育や教育・療育に

関する情報が尐ない

費用など経済的な負担

通園の送迎

特に困っていることや

心配はない

その他

無回答

％総数=40 （複数回答）

67.0

66.5

38.1

35.2

29.0

29.0

28.4

22.2

19.9

4.5

6.3

4.5

0 20 40 60 80

今後の進路について

子どもの将来について

通学の送迎

療育・リハビリテーションの

機会が尐ない

周囲の子どもとの関係

教育や療育に関する

情報が尐ない

通学生活での本人の成長

費用など経済的な負担

教職員の指導の仕方

特に困っていることや

心配はない

その他

無回答

％総数=176 （複数回答）

【児童福祉サービスの利用状況】 【児童福祉サービスの利用意向】 

16.3

11.2

7.7

0.0

0 20 40 60 80

にじのひろば

（障害児放課後サポート事業）

児童発達支援・

医療型児童発達支援

放課後等デイサービス

保育所等訪問支援

％総数=233（複数回答）

56.7

41.6

29.2

17.2

0 20 40 60 80

放課後等デイサービス

にじのひろば

（障害児放課後サポート事業）

児童発達支援・

医療型児童発達支援

保育所等訪問支援

％総数=233 （複数回答）

18 歳未満の方と保護者の方対象、 
総数＝233（複数回答あり） 

 

18 歳未満の方と保護者の方対象、 
総数＝233（複数回答あり） 

 

18 歳未満の方と保護者の方対象、 

総数＝40（複数回答あり） 

 

18 歳未満の方と保護者の方対象、 

総数＝176（複数回答あり） 
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施策の方向 （2）

 

①専門性の高い相談・療育支援体制の整備 

○ 児童発達支援センターにおいて、肢体不自由児等の療育を担っていくために、

理学療法士や作業療法士等専門職の配置を強化し、個々の障害特性に応じた療

育支援体制を充実させていきます。 

方 向 施策の内容 所管 

拡充 

品川児童学園では、児童発達支援センターの強化に向けて、理学

療法士や作業療法士等専門職の配置を強化し、肢体不自由児を含

めた多様な障害児の相談と療育に対応できる体制を整備し、障害

児の成長を支える基盤づくりを進めます。 

障害者福祉課 

拡充 

発達障害児への集団適応のための工夫として、幼稚園や保育園、

小学校への巡回相談を充実するとともに、保育所等訪問支援も活

用しながら連携を強化します。 

保育課 

教育総合支援 

センター 

障害者福祉課 

 

② 障害があっても地域で育てる仕組みの構築 

○ 障害の有無に関係なく、地域で育つ環境整備は欠かせません。保健センター等

では乳幼児期からの母子相談、児童センターでは発達に遅れのある子や発達障

害と思われる子のための相談を受けており、第一義的な相談の窓口になってい

ます。保健センター、保育課、子ども育成課、教育総合支援センター、他関係

部門・機関とのネットワークを構築し、子どもの成長をつなぐ「サポートブッ

ク」等の活用も検討しながら、成長段階に合わせた継続した支援をめざします。 

方 向 施策の内容 所管 

拡充 

障害児の成長段階において切れ目のない支援ができるよう、共通

の情報源となる「サポートブック」を活用し、地域の関係機関と

連携した療育支援ネットワークを構築します。 

障害者福祉課 

継続 

保健センターでは、すくすく赤ちゃん訪問にはじまり、乳幼児健

診後のスクリーニング、心理相談や経過観察グループ等を通して

乳幼児の心理発達面の経過観察を行い、助言指導、療育機関への

紹介を行います。 

保健センター 

拡充 
障害のある保護者への母子保健相談や、要支援妊婦への妊婦保健

指導を充実させます。また、品川児童学園との連携を強化します。 

保健センター 

障害者福祉課 

拡充 
計画的な特別支援学級16、通級指導学級17の増級を行います。また、

ＩＣＴ18機器の活用による工夫等、教育環境にも配慮します。 

教育総合支援 

センター 

継続 
全児童対策として実施しているすまいるスクールでは、必要に応

じて職員を加配し、障害児を受け入れます。 

子ども育成課 

障害者福祉課 

                         
16 特別支援学級とは、学校教育法第 81条に基づき、障害による学習上または生活上の困難を克

服するための教育を行うものです。知的障害・情緒障害・言語障害・難聴学級等があります。 
 

17 通級指導学級（教室）とは、学校教育法施行規則第 140条に基づき、障害に応じた特別の指

導を行う必要がある児童生徒を教育する場合に特別の教育課程として行われるものです。通常の

学級に在籍する、比較的軽度の障害がある児童生徒を対象としています。 
 

18 ＩＣＴとは、Information and Communication Technology の略であり、情報・通信に関する

技術の総称のことをいいます。ＩＣＴ機器を活用することで、表現活動などの主体的な行動や、

多くの人と接点を持つことで社会参加に向けてのスキルを伸ばすことが可能となります。 
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③ 障害児を育てる保護者のための子育て支援の充実 

○ 障害児の状態像は多様で変化があることから、個々のニーズを踏まえ、子育て

について十分に配慮しながら、日中一時支援や移動支援、ショートステイ等の

障害児をとりまく支援を充実させていきます。重度の障害児等、医療的ケアに

も対応できるような預かり機能を検討します。また、保護者の就業率の高まり

に合わせ、保育園等での障害児の受け入れについて柔軟に対応するとともに、

就学後も働きながら子育てができる支援体制を充実させていきます。 

方 向 施策の内容 所管 

拡充 

保育園や幼稚園では、早くから特別支援審査会や就園措置委員会

等の仕組みをつくり、障害児の受け入れを進めてきました。さら

に、障害の多様化、重度化に対応できる体制づくりについて検討

します。 

保育課 

障害者福祉課 

拡充 
移動支援事業について、個々のニーズを踏まえた支援を提供でき

るよう検討し、整備を進めます。 
障害者福祉課 

拡充 
保護者の就労を支える預かりやレスパイト等のための障害児日

中一時支援の拠点を整備します。 
障害者福祉課 

継続 

重症心身障害者通所事業「ピッコロ」では、重症心身障害児の養

護者向けのレスパイト事業を実施しています。今後は、医療型の

児童発達支援事業等、訪問診療、訪問看護、訪問訓練等、保健医

療分野との連携を視野に、具体策を検討していきます。 

障害者福祉課 
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４．安心・安全な生活基盤の確保 

現状と課題 （1）

 

○ 住み慣れた地域で安心して暮らし続けていくために、障害のある方の高齢化や

重度化、家族の高齢化による介護力の低下に対応したサービスの充実が求めら

れています。 

○ 主たる介護者である保護者の高齢化により、介護者の急な入院等緊急時におけ

る一時的な受け入れサービスの必要性が高まっています。緊急時の支援体制の

構築に取り組む必要があります。 

○ 障害のある方の安心・安全を確保するためには、地域における支援のネットワ

ークが必要であるとともに、誰もが自然に声かけ・見守り・参加できる「気づ

き」の場づくりが重要といえます。 

○ 災害が発生したときに、障害のある方やその家族のみで避難や避難生活に対処

していくことは難しい状況となることが想定されます。障害のある方やその家

族が孤立することなく、地域で助け合える体制を整備することが必要です。そ

のため、障害のある方やその家族も、地域において顔の見える関係づくりを進

めるなど地域の防災対策に積極的にかかわることが重要です。また、平常時よ

り、障害のある方とその家族に対し、区の防災対策を周知し、正確に理解して

いただく必要があります。障害のある方に対する情報提供については、障害特

性に応じた方法が必要となっており、提供方法が課題となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

48.7

32.1

31.4

29.1

26.9

26.4

17.8

15.5

12.4

14.7

3.8

9.1

0 20 40 60 80

薬や医療的ケアを確保

できるかどうか不安

避難所で必要な支援が

受けられるか不安

一人では避難できない

避難所のトイレを

利用できるか不安

避難所で他の人と

一緒に過ごすのが難しい

避難所の設備が障害に

対応しているか不安

助けを求める方法がない

近くに助けてくれる

人がいない

災害の発生を知る方法がない

特にない

その他

無回答

％総数=2,550 （複数回答）

在宅の方対象、 

総数＝2,550（複数回答あり） 

【災害が発生した時に困ること】 

65.7

55.4

46.4

39.5

36.5

31.8

25.8

24.0

21.5

8.2

4.7

3.4

0 20 40 60 80

一人では避難できない

避難所で必要な支援が

受けられるか不安

避難所で他の人と

一緒に過ごすのが難しい

避難所の設備が障害に

対応しているか不安

薬や医療的ケアを確保

できるかどうか不安

助けを求める方法がない

避難所のトイレを

利用できるか不安

近くに助けてくれる

人がいない

災害の発生を

知る方法がない

特にない

その他

無回答

％総数=233 （複数回答）

18 歳未満の方と保護者の方対象、 

総数＝233（複数回答あり） 

 

基礎調査結果 
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施策の方向 （2）

 

① 重度化・高齢化した障害者とその家族への支援体制の構築 

○ 地域での安心した生活を維持するため、ショートステイ事業の充実等による支

援体制の構築を図ります。 

 

② 地域の見守りと緊急時支援の取り組みや対応力の強化 

○ 主たる介護者である保護者の高齢化による介護力の低下や、介護を行う家族の

疾病・事故・出産等の理由により一時的に介護ができなくなった場合に備えた

支援体制の充実を図ります。 

○ 緊急時の安全確保の環境整備や、地域で助け合える体制づくりに取り組みます。 

方 向 施策の内容 所管 

継続 
ショートステイを活用した一時保護や、緊急通報システムの設置

などにより、緊急時に備えた支援体制を整備します。 
障害者福祉課 

継続 
外出時、何らかの支援が必要な時に周囲の方に提示するヘルプカ

ードを配布し、その活用により、地域の障害理解を図ります。 
障害者福祉課 

拡充 
地域の町会・自治会が主体の地域見守り活動を支援するなど、地

域における共助の体制づくりを図ります。 
福祉計画課 

 

③ 災害時における支援体制の整備 

○ 平常時から防災区民組織など地域の支援者と災害時要援護者との顔の見える関

係づくりを進め、災害時の安否確認や避難誘導を円滑かつ安全に実施できるよ

う、災害時要援護者名簿の作成およびその活用を含めた支援体制の構築を進め

ていきます。日中施設利用時の支援についても法人と連携し、対応に努めます。 

○ 障害のある方の災害対策への意識を高め、自らが地域にかかわりを持つための

支援や、地域との協働による防災訓練や避難誘導ワークショップ研修などの実

施などにより、共助の仕組みづくりを進めていきます。 

方 向 施策の内容 所管 

継続 
災害時要援護者名簿を作成し、防災区民組織・警察署・消防署に

配布することで、平常時からの支援体制づくりに努めます。 

防災課 

障害者福祉課 

保健センター 

継続 
品川区地域防災計画に基づき、要援護者について関係各課との支

援体制づくりを進めていきます。 

防災課 

障害者福祉課 

継続 
防災に関する研修や避難誘導ワークショップの実施により、地域

の防災リーダーを育成します。 
防災課 

継続 
福祉避難所の整備、避難所運営訓練の実施、障害者支援に必要な

備蓄物資の確保など、被災後の支援体制の整備に努めます。 

防災課 

障害者福祉課 

方 向 施策の内容 所管 

拡充 
老障介護の在宅支援として、ホームヘルプやショートステイの増

床など在宅サービスの充実を図ります。 
障害者福祉課 

新規 
居住支援機能と地域支援機能を一体化した地域生活支援拠点の

構築を進めます。 
障害者福祉課 

継続 
特別養護老人ホームの空床を活用した特養活用型ショートステ

イ事業等介護保険や他制度を含めた柔軟な支援を検討します。 
障害者福祉課 
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５．人材育成 

現状と課題 （1）

 

○ これまでの相談支援では、障害福祉サービスの利用が目的となってしまい、サ

ービス導入後の継続した支援という視点が不足していました。計画相談支援の

導入により、サービス利用後の継続した支援を行う上で、本人のニーズの把握

や障害の状態像の変化に合わせたモニタリング19がより重要となっています。そ

のため、地域の社会資源の活用を一層進めていく必要があります。 

○ 適切なアセスメントによる支援を組み立てるには、障害特性を的確に捉える必

要があります。発達障害や高次脳機能障害、さらには進行性の難病等、専門的

知識が求められる相談が増えており、一人ひとりの特性に応じた支援を行える

人材の確保と育成が必要となっています。 

 

施策の方向 （2）

 

① 障害特性を理解し、幅広い観点から支援できる人材の育成 

○ 区は基幹相談支援センターとして、地域の支援力向上のため、相談支援センタ

ーや福祉サービスの提供事業所等における人材育成の仕組みを強化します。 

方 向 施策の内容 所管 

拡充 
品川介護福祉専門学校において、福祉人材の支援力向上のための

専門研修を行い、地域支援力の向上を図ります。 

障害者福祉課 

社会福祉協議会 

 

② 障害者支援の核となる人材の育成 

○ 障害のある方が地域の一員としてあたりまえに暮らすため、行政をはじめとし

た公的機関や地域の社会資源が相互に協力し合いながらインクルージョンの視

点に立ち、合理的配慮に基づいた対応ができるような人材育成をめざします。 

方 向 施策の内容 所管 

継続 
行政職員の福祉現場への派遣研修など、障害に理解のある人材育

成に努めます。 

障害者福祉課 

社会福祉協議会 

継続 
民生委員による障害福祉に関する研修の機会等を充実させ、地域

の理解者を育てます。 
福祉計画課 

 

③ ボランティアや当事者参加による地域支援力の向上 

○ 地域における自助・共助の視点に立った地域活動の推進などにより、地域生活

における身近な理解者・支援者を活かしていきます。 

方 向 施策の内容 所管 

継続 

障害者支援に必要な技術をもったボランティアの育成等を行い、

地域活動支援センター等の運営に活用し、身近な地域における理

解者・支援者を育てます。また、障害当事者の自助活動に対する

支援を行います。 

障害者福祉課 

社会福祉協議会 

                         
19 モニタリングとは、設定した計画や目標などの進捗状況を随時点検することをいいます。 
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６．豊かな日常生活を送るためのサービスの充実 

現状と課題 （1）

 

○ 利用者主体の障害者支援が求められる中、これまでの在宅支援は、必要な家事

援助や身体介護等のホームヘルプサービスを提供することが中心でしたが、今

後は、重度の障害があってもより豊かに主体的に生活できるよう、インフォー

マルな社会資源等の活用も視野に、広く情報提供していく必要があります。 

○ 日中活動の場として、現在は通所施設等で過ごすことが中心になっていますが、

本人の希望に沿った過ごし方を選択し、より生活が楽しめるよう障害特性に応

じた支援を考えていく必要があります。 

○ 重度の障害者にとって外出の機会の提供は、社会とのつながりをもつ大切な機

会です。活動先への移動支援のニーズが高まる一方、障害があっても文化・芸

術・スポーツ活動にどのように参加できるのか等、情報提供も含めた支援のニ

ーズが増えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【障害者の地域生活のために重要だと思う施策】 
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23.1
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障害に対する理解の促進

医療機関の充実

経済的支援の充実

相談支援体制の充実

雇用・就労支援の充実

障害者向けの住まいの確保

入所施設の充実

建物・道路などの

バリアフリー化

趣味やスポーツ活動の充実

訪問系サービスの充実

居住支援の充実

（住まい探しなど）

教育・育成の充実

短期入所の充実

グループホームなどの整備

福祉機器・補装具

などの充実

コミュニケーション支援の

充実

日中活動系サービスの充実

当事者同士で支援しあえる

仕組みづくり

特にない

その他

無回答

％総数=2,550 （複数回答）

76.8

74.7

68.7

59.2

55.4

47.2

43.3

42.9

41.6

40.8

39.5

35.2

32.6

30.0

28.8

28.3

24.5

22.3

1.7

4.3

2.6
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雇用・就労支援の充実

障害に対する理解の促進

教育・育成の充実

経済的支援の充実

相談支援体制の充実

障害者向けの住まいの確保

医療機関の充実

グループホームなどの整備

日中活動系サービスの充実

入所施設の充実

趣味やスポーツ活動の充実

短期入所の充実

コミュニケーション支援の充実

居住支援の充実

（住まい探しなど）

建物・道路などのバリアフリー化

当事者同士で

支援しあえる仕組みづくり

福祉機器・補装具などの充実

訪問系サービスの充実

特にない

その他

無回答

％総数=233 （複数回答）

基礎調査結果 

※施策の柱 6「豊かな日常生活を送るためのサービスの充実」に係わる回答に下線を引いています。 

在宅の方対象、総数＝2,550（複数回答あり） 
18 歳未満の方と保護者の方対象、 

 総数＝233（複数回答あり） 
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【地域生活支援事業の利用状況】 

在宅の方対象、総数＝2,550（複数回答あり） 
18 歳未満の方と保護者の方対象、 

総数＝233（複数回答あり） 

 

【地域生活支援事業の利用意向】 
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17.8

16.0

7.9

0 10 20 30 40 50

相談支援事業

地域活動支援

センター事業

日中一時支援事業

日常生活用具給付事業

移動支援事業

コミュニケーション

支援事業

％総数=2,550 （複数回答）在宅の方対象、総数＝2,550（複数回答あり） 

51.5

48.5

48.5

24.9

17.6

10.7

0 10 20 30 40 50 60

移動支援事業

日中一時支援事業

自立支援医療

日常生活用具給付事業

補装具

コミュニケーション

支援事業

％総数=233 （複数回答）

18 歳未満の方と保護者の方対象、 
総数＝233（複数回答あり） 

 

※施策の柱 6「豊かな日常生活を送るためのサービスの充実」に係わる回答に下線を引いています。 

※施策の柱 6「豊かな日常生活を送るためのサービスの充実」に係わる回答に下線を引いています。 
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施策の方向 （2）

 

① 障害者一人ひとりに即した日常生活の質を高める支援の充実 

○ 人それぞれの価値観を大切にした社会との交流機会を見出し、障害のある方一

人ひとりに合わせた支援（機器の活用や運営方法）を行います。 

方 向 施策の内容 所管 

継続 
地域活動支援センターにおいて、ＩＣＴ等支援機器を活用した生

活スタイルの提案など、円滑な日常生活を支援します。 
障害者福祉課 

継続 

視覚障害の方への音訳・点訳図書の貸出しや対面朗読、図書館に

行くことができない身体障害者への配本など、障害に配慮したサ

ービスの提供を行います。 

図書館 

継続 
日曜サークル等を通じて、知的障害者が社会との交流を広げるこ

とのできる活動を行います。 
文化観光課 

 

② 文化・芸術活動、スポーツ等余暇活動の促進 

○ 誰もが同じように楽しみ親しめる障害者スポーツや文化・芸術活動の機会をつ

くり、共生・共感の社会をめざします。 

方 向 施策の内容 所管 

拡充 
趣味や日常の活動の成果を発表する障害者作品展を実施し、芸術

活動への関心と障害者の参加意欲を高めます。 
障害者福祉課 

拡充 

2020 年東京パラリンピック開催に向け、障害者水泳大会やブラ

インドサッカーをはじめとする障害者スポーツ20の理解と普及に

努めるとともに、障害者スポーツ教室など障害のある方がスポー

ツに触れ合う機会の提供に努めます。 

スポーツ推進課 

新規 
日常空間で障害者のもつ感性を発揮できる機会として、アール・

ブリュット21の視点に立った活動の場を創設・展開します。 
障害者福祉課 

 

③ 地域における社会参加や社会活動への支援 

○ 様々な手法を工夫して、障害者が社会との結びつきをつないでいけるよう、障

害者団体の活動の支援とともに、社会参加を促していきます。 

方 向 施策の内容 所管 

拡充 

移動支援において、グループ支援を取り入れるとともに、新たに

難病患者と高次脳機能障害者を対象に加えるなど事業を拡充し

ます。また、タクシー券の配布、自動車運転免許の取得や自動車

改造にかかる経費の助成など、生活の利便および生活圏拡大のた

めの地域生活支援事業の充実を図ります。 

障害者福祉課 

継続 
障害者七団体への活動支援により、障害のある方の主体的な社会

参加や社会活動を促します。 
障害者福祉課 

                         
20 障害者スポーツとは、様々な障害のある人たちが持つ運動能力を発揮して競技できるように

開発されたスポーツのことです。健常者が行うスポーツを障害者が行えるよう工夫したものと、

障害者のために考案された独自のものがあります。また、ローリングバレーボールのように障害

者と健常者が一緒に競技できるものもあります。 
 

21 アール・ブリュット（Art Brut）とは、フランス語で「生の芸術」という意味です。画家の

ジャン・デュビュッフェが 1945年に考案した概念で、正規の美術教育を受けていない人が、社会

の潮流に流されることなく独自の発想と方法により生み出した、既存の芸術の様式・形式に影響

を受けていない絵画や造形のことをいいます。 
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７．就労機会の拡充、就労支援体制の充実 

 

現状と課題 （1）

 

○ 障害者雇用促進法の改正などにより、障害者雇用は増加傾向にありますが、全

体として法定雇用率の達成には至っていない状況です。障害者の就労に対する

意向が高い一方で、企業の求人数が十分でない、障害種別による雇用の偏りな

どの課題が見受けられ、さらに障害者雇用への理解を進める必要があります。 

○ 障害者が働くために必要なこととして、自分に合った仕事を見つける支援を求

める方が多くみられます。障害のある方が安心して就労にチャレンジするため

には、個々の障害特性や能力に応じた支援が重要です。そのため、就業前から

就職・就労後まで総合的な支援技術の向上が求められています。あわせて、就

労移行支援事業所、ハローワークなど関係機関相互間の連携を強化し、就労支

援体制を整備していくことが必要です。 

○ 就労継続支援事業所等で障害者の働く意欲を高めるために、工賃アップや、そ

れぞれの障害者の能力を活かせるような作業メニューの工夫を図ることが求め

られています。 

○ 「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律」（障

害者優先調達推進法）が平成 25 年 4月 1 日から施行されました。障害者就労施

設や在宅で就業する障害者の経済的自立を進めるためには、障害者が就労する

施設等が供給する物品やサービスを優先的・積極的に調達することが重要です。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅の方対象、総数＝1,320 

在宅の方対象、総数＝2,550 

正職員として

働きたい

10.5

3.6

11.2

22.1

パート・アルバイト

などで働きたい

13.9

9.8

8.8

20.5

自宅で働きたい

6.8

5.7

4.1

9.3

福祉的就労

をしたい

4.5

3.6

15.3

5.1

働きたいと

は思わない

42.0

49.9

35.3

27.7

無回答

22.3

27.4

25.3

15.3

全体(1,320)

身体障害(  753)

知的障害(  170)

精神障害(  430)

単位:％

【今後の就労意向】 

正職員として

働いている

12.9

11.0

10.5

16.1

パート・アルバイト

などで働いている

12.3

7.3

16.9

14.8

自宅で働いて

いる

4.6

6.1

1.0

4.0

福祉的就労を

している

8.1

2.7

31.2

7.2

現在は働いて

いない

39.3

44.7

10.9

45.0

働いた

ことはない

12.5

14.0

21.6

8.4

無回答

10.3

14.1

7.9

4.5

全体(2,550)

身体障害(1,282)

知的障害(  522)

精神障害(  805)

単位:％

【現在の就労状況】 

基礎調査結果 

※上記【現在の就労状

況】において、「現在

は働いていない」、

「働いたことはな

い」と回答した在宅

の方を対象としてい

ます。 

※重複障害の方がおら

れるため、三障害の

合計数は全体の総数

と一致しません。 

※重複障害の方がおら

れるため、三障害の

合計数は全体の総数

と一致しません。 
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39.7

38.2

37.5

35.9

31.5

30.0

28.6

15.1

13.7

13.1

10.7

10.2

3.9

13.1

0 10 20 30 40 50 60

自分に合った仕事を

見つける支援

障害に応じた

柔軟な勤務体系

就労に関する

総合的な相談支援

職場の障害理解の促進

障害特性に合った多様な仕事

障害特性に合った職業訓練

障害者向けの求人情報の提供

職場での就労体験

職場のバリアフリー化

通勤経路のバリアフリー化

ジョブコーチなどからの支援

特にない

その他

無回答

％総数=2,550 （複数回答）

【障害者が働くために必要なこと】 

在宅の方対象、総数＝2,550（複数回答あり） 

41.8

22.1

21.1

19.2

11.8

11.1

9.1

7.5

7.0

6.8

25.1

5.4

3.8

0 10 20 30 40 50 60

収入が尐ない

体力的につらい

精神的につらい

職場の人間関係

職場の障害理解が

不足している

職場での相談相手がいない

通勤が大変

職場環境が障害に

対応していない

就業時間が長い

仕事の内容が難しい

特にない

その他

無回答

％総数=968 （複数回答）

【仕事をする上で困っていること】 

在宅の方対象、総数＝968（複数回答あり） 

【障害理解を進めるために必要なこと】 

35.5

25.4

22.7

21.1

19.3

16.4

10.0

19.7

6.5

10.0

0 10 20 30 40 50 60

障害者の一般就労の促進

学校や生涯学習での障害に

関する教育や情報提供

障害や障害者の生活を

伝えるパンフレットの発行

地域や学校等で交流の

機会を増やすこと

地域や学校等でともに学び、

ともに暮らすこと

障害についての講演会や

疑似体験会の開催

障害者作品展や

イベントの開催

特にない

その他

無回答

％総数=2,550 （複数回答）

65.7

58.4

57.1

56.7

26.6

24.9

13.7

4.7

6.9

2.1

0 20 40 60 80

障害者の一般就労の促進

地域や学校等で交流の

機会を増やすこと

学校や生涯学習での障害に

関する教育や情報提供

地域や学校等でともに学び、

ともに暮らすこと

障害についての講演会や

疑似体験会の開催

障害や障害者の生活を

伝えるパンフレットの発行

障害者作品展や

イベントの開催

特にない

その他

無回答

％総数=233 （複数回答）

※施策の柱 7「就労機会の拡充、就労支援体制の充実」に係わる回答に下線を引いています。 

在宅の方対象、総数＝2,550（複数回答あり） 
18 歳未満の方と保護者の方対象、  

総数＝233（複数回答あり） 
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施策の方向 （2）

 

① 一般就労22に向けての就労支援の強化 

○ 障害者就労支援センターが中心となり、特別支援学校やハローワークなどの関

係機関が専門性を活かし連携することで、就労移行支援、就労継続支援などの

サービスを通じて、一般就労への移行促進、就労機会の拡大を図っていきます。 

方 向 施策の内容 所管 

拡充 
障害者就労支援センターを中心に、就労移行支援による就労のた

めの訓練から就労後の定着支援まで一体的な支援を行います。 

各法人 

障害者福祉課 

拡充 
ハローワーク等就労系事業所相互の連携を強化し、一般就労へ向

けた支援を行います。 

各法人 

障害者福祉課 

拡充 

発達障害者支援施設「ぷらーす」では、発達障害の特性を活かし

た働く力を見出し、一般就労へつながるようコーディネートしま

す。 

各法人 

障害者福祉課 

 

② 福祉的就労の場におけるそれぞれの障害者の能力を活かせる多様な就労メニ

ューの工夫 

○ 障害者雇用・就労支援に関係する機関相互間の情報共有や共通の課題について

協議を行う就労支援部会を自立支援協議会に設置しています。工賃アップにつ

ながる取り組みや、障害のある方一人ひとりの能力を活かした作業メニューの

多様化など、課題解決の方向性を検討していきます。 

方 向 施策の内容 所管 

拡充 
小型家電リサイクル等新たな作業メニューの検討を進め、障害の

ある方の特性に合った作業メニューの多様化・充実を図ります。 

各法人 

障害者福祉課 

拡充 
障害のある方の個性を活かした絵画・手芸品などの作品の活用に

ついて検討します。 

各法人 

障害者福祉課 

 

③ 障害者の雇用拡大に向けた区の率先した取り組みの推進 

○ 「品川区における障害者就労施設等からの物品等の調達方針」にもとづき障害

者就労施設等からの物品等の調達に努めるとともに、障害者雇用への理解促進

による障害者雇用率達成企業の増加に努めます。 

方 向 施策の内容 所管 

拡充 
障害者就労施設等からの物品等の調達を進めるとともに、民間企

業等からの受注増加に向け支援します。 

経理課 

障害者福祉課 

継続 
障害者雇用への理解を求めるとともに、発注の際は障害者雇用率

達成企業に対し配慮していきます。 

経理課 

障害者福祉課 

 

 

                         
22 一般就労とは、就労継続支援等の福祉就労を除いた一般的な就労のことをいいます。一般企

業等への就職のほか、在宅就労や起業なども含まれます。 
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８．権利擁護体制の構築 

現状と課題 （1）

 

○ 「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」（障害者虐

待防止法）が平成 24 年 10 月から施行されました。法の趣旨に合わせ、障害の

ある方が権利を守られ、安心して生活するために、虐待の防止に取り組む体制

を整備する必要があります。また、虐待防止や養護者に対する支援に関する普

及・啓発が求められています。 

○ 判断能力が十分でない障害のある方が、安心して自立した生活を送るためには、

適切なサービスが選択できるとともに、財産や権利が守られなければなりませ

ん。相談支援事業の利用や障害福祉サービスの提供等において、障害のある方

の権利が擁護23され、公平性・中立性が確保されることが重要となっています。 

○ 障害のある方が福祉サービスを利用する際、権利が擁護され、必要なサービス

を安心して選択できるように、また、区が提供する施設サービスの質の向上を

図るための体制づくりが必要となっています。 

 

施策の方向 （2）

 

① 障害者虐待防止対策事業の強化・推進  

○ 障害者虐待防止法の施行を受け、虐待の未然防止、早期発見、発生時の迅速な

対応や再発防止の方策等への取り組みを進めていきます。庁内外の関係機関と

の連携協力体制の整備・強化とともに、虐待防止や養護者への支援に関する普

及・啓発活動を推進していきます。 

方 向 施策の内容 所管 

拡充 
障害者虐待防止センター機能を強化し、迅速かつ的確な対応が図

られるよう体制整備を進めます。 
障害者福祉課 

継続 

虐待の早期発見や被虐待者の保護・支援を図るため、品川区虐待

防止ネットワーク推進協議会を設置し、関係機関の協力体制を整

備・強化します。 

人権啓発課 

子ども育成課 

保健センター 

高齢者福祉課 

障害者福祉課 

継続 
講演会、パネル展示、広報紙等を通じ、虐待防止に向けた普及啓

発活動を行います。 

人権啓発課 

障害者福祉課 

継続 

介護疲れや障害への理解不足などの要因から虐待につながらな

いように、養護者や福祉サービスに携わる支援者（障害福祉施設

従事者など）への支援体制づくりを整備します。 

障害者福祉課 

拡充 

障害者の権利擁護に係わる相談について、基幹相談支援センター

が中心となり、地域の身近な相談窓口であるサービス事業所や相

談支援事業所と連携して対応します。 

障害者福祉課 

                         
23 権利擁護とは、自己の権利や援助のニーズを表明したり行使することが困難な障害者や高齢

者等に代わって、援助者が代理として、その権利獲得やニーズの表明を支援したり実現すること

をいいます。 
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② 成年後見制度24の利用促進 

○ 判断能力が十分でない障害のある方が、財産や権利を守りながら住み慣れた地

域で安心して日常生活を送ることができるように、本人の意思決定に配慮した

権利擁護の仕組みの充実を図ります。 

方 向 施策の内容 所管 

継続 
成年後見審判区長申立てを活用し、障害がある方の適切な財産管

理・身上監護など権利擁護を進めます。 

障害者福祉課 

社会福祉協議会 

拡充 

成年後見等の開始審判を受けた障害のある方で、成年後見人等お

よび監督人への報酬の支払いが困難な方に助成を行い、成年後見

制度を利用できるように支援します。 

障害者福祉課 

社会福祉協議会 

 

③ サービス向上に向けた取り組みの推進 

○ 障害への理解、サービスを提供する際の知識・技術を向上させるため、事業者

および関係機関との連携や中立的な第三者機関による評価の実施により、利用

者のサービス選択の支援と福祉サービスの質の向上を図ります。 

方 向 施策の内容 所管 

継続 
障害福祉サービスの質の向上を図るため、障害者施設における東

京都福祉サービス第三者評価25受審を支援します。 
障害者福祉課 

継続 
区内法人が福祉サービス向上のため主体的に取り組んでいる品

川区施設サービス向上研究会を支援します。 

各区内法人 

高齢者福祉課 

障害者福祉課 

 

  

                         
24成年後見制度とは、判断能力が不十分であるため、契約等の法律行為における意思決定が困難

な成年者（知的障害者、精神障害者、認知症の高齢者等）を、代理権などを付与された後見人が

本人の意思を尊重しつつ保護（財産管理、身上監護等）する制度のことです。自らの意志で後見

人を選任する「任意後見」と、家庭裁判所に後見人、補佐人、補助人の選任を申し立てる「法定

後見」があります。 
 

25 第三者評価とは、事業者が事業運営の問題点を把握し、サービスの質の向上に結び付けると

ともに、利用者のサービス選択に役立つ情報を提供するため、事業者の提供するサービスの質を

当事者以外の公正・中立な立場の第三者機関が専門的・客観的な立場から評価することです。 
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９．障害者理解と共感のやさしいまちづくり 

現状と課題 （1）

 

○ 国連の「障害者の権利に関する条約」の締結に向けた国内法制度の整備の一環

として、全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に

人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向け、平成 25年 6 月、「障

害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（障害者差別解消法）が制定さ

れました。この法律は、障害を理由とする差別の解消を推進することを目的と

しています。法の趣旨に合わせて、地域全体として差別の解消に向けた主体的

な取り組みを行うことが求められています。また、国の行政機関・地方公共団

体等においては、障害者に対する不当な差別的取扱いが禁止されるとともに、

合理的配慮26が法的義務となりました。 

○ 障害のある方が安心で安全な地域生活を送るためには、建物や道路などのバリ

アフリー27化が重要です。障害のある方だけでなく、誰もが安全で快適に生活で

きるように、ユニバーサルデザイン28の視点から、生活環境の改善を進めていく

必要があります。 

○ 地域において障害に対する理解が十分には進んでいないと感じる方が多くみら

れます。障害のある方の社会参加が十分に行われるためには、地域において障

害への正しい理解が必要です。そのため、事業者や障害者団体等における地域

住民との各種行事の実施や、広報など普及・啓発活動をさらに推し進めていく

必要があります。 

 

 

 

 

 

 

                         
26 合理的配慮とは、障害者の権利に関する条約第 2条において、「障害者が他の者と平等にすべ

ての人権および基本的自由を享有し、又は行使することを確保するための必要かつ適当な変更お

よび調整であって、特定の場合において必要とされるものであり、かつ、均衡を失した又は過度

の負担を課さないもの」と定義されています。これは、障害のある人が日常生活や社会生活を送

る上で妨げとなる社会的障壁を取り除くために、状況に応じて行われる配慮のことであり、例え

ば、筆談や読み上げによる意思疎通、車いすでの移動の手助け、学校や公共施設でのバリアフリ

ー化など、過度の負担にならない範囲で提供されるべきものです。 
 

27 バリアフリーとは、誰もが安全でかつ自由に行動できる障壁のない生活空間または社会の状

況あるいはそれを目指す考え方のことです。もとは住宅建築用語として段差等の物理的障壁の除

去を意味しますが、現在では、障害者や高齢者などの社会参加を妨げる社会的・制度的・心理的

な全ての障壁（バリア）の除去という意味でも用いられています。 
 

28 ユニバーサルデザインとは、障害者や高齢者、子ども、妊婦も含め、すべての人にとって使

いやすい、利用しやすいことを意図して、製品、サービス、環境、情報等をデザインすることを

いいます。 
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【差別や偏見を感じているか】 

常に

感じる

24.0

16.9

26.0

ときどき

感じる

51.9

61.0

49.2

あまり

感じない

9.4

7.8

10.5

全く

感じない

6.9

6.5

7.2

わから

ない

6.4

7.8

5.5

無回答

1.3

0.0

1.7

全体(233)

身体障害( 77)

知的障害(181)

単位:％

常に

感じる

17.5

14.6

19.5

24.3

ときどき

感じる

32.8

28.4

32.2

40.4

あまり

感じない

20.8

27.1

13.8

14.4

全く

感じない

7.1

9.3

4.6

4.2

わから

ない

16.7

13.7

25.9

14.8

無回答

5.1

6.9

4.0

1.9

全体(2,550)

身体障害(1,282)

知的障害(  522)

精神障害(  805)

単位:％在宅の方対象、総数＝2,550 

常に

感じる

24.0

16.9

26.0

ときどき

感じる

51.9

61.0

49.2

あまり

感じない

9.4

7.8

10.5

全く

感じない

6.9

6.5

7.2

わから

ない

6.4

7.8

5.5

無回答

1.3

0.0

1.7

全体(233)

身体障害( 77)

知的障害(181)

単位:％18 歳未満の方と保護者の方対象、総数＝233 
 

基礎調査結果 

【障害理解を進めるために必要なこと】 

35.5

25.4

22.7

21.1

19.3

16.4

10.0

19.7

6.5

10.0

0 10 20 30 40 50 60

障害者の一般就労の促進

学校や生涯学習での障害に

関する教育や情報提供

障害や障害者の生活を

伝えるパンフレットの発行

地域や学校等で交流の

機会を増やすこと

地域や学校等でともに学び、

ともに暮らすこと

障害についての講演会や

疑似体験会の開催

障害者作品展や

イベントの開催

特にない

その他

無回答

％総数=2,550 （複数回答）在宅の方対象、総数＝2,550（複数回答あり） 

65.7

58.4

57.1

56.7

26.6

24.9

13.7

4.7

6.9

2.1

0 20 40 60 80

障害者の一般就労の促進

地域や学校等で交流の

機会を増やすこと

学校や生涯学習での障害に

関する教育や情報提供

地域や学校等でともに学び、

ともに暮らすこと

障害についての講演会や

疑似体験会の開催

障害や障害者の生活を

伝えるパンフレットの発行

障害者作品展や

イベントの開催

特にない

その他

無回答

％総数=233 （複数回答）

18 歳未満の方と保護者の方対象、 
 総数＝233（複数回答あり） 

※重複障害の方がおられるため、三障害の合計数は全体の総数と一致しません。 

※重複障害の方がおられるため、二障害の合計数は全体の総数と一致しません。 
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【障害者の地域生活のために重要だと思う施策】 

50.8

43.5

42.4

36.0

33.5

25.6

24.7

23.1

19.8

18.7

17.9

17.5

17.2

16.7

16.4

16.0

13.9

11.2

5.1

2.1

8.1

0 20 40 60 80

障害に対する理解の促進

医療機関の充実

経済的支援の充実

相談支援体制の充実

雇用・就労支援の充実

障害者向けの住まいの確保

入所施設の充実

建物・道路などの

バリアフリー化

趣味やスポーツ活動の充実

訪問系サービスの充実

居住支援の充実

（住まい探しなど）

教育・育成の充実

短期入所の充実

グループホームなどの整備

福祉機器・補装具

などの充実

コミュニケーション支援の

充実

日中活動系サービスの充実

当事者同士で支援しあえる

仕組みづくり

特にない

その他

無回答

％総数=2,550 （複数回答）

76.8

74.7

68.7

59.2

55.4

47.2

43.3

42.9

41.6

40.8

39.5

35.2

32.6

30.0

28.8

28.3

24.5

22.3

1.7

4.3

2.6

0 20 40 60 80 100

雇用・就労支援の充実

障害に対する理解の促進

教育・育成の充実

経済的支援の充実

相談支援体制の充実

障害者向けの住まいの確保

医療機関の充実

グループホームなどの整備

日中活動系サービスの充実

入所施設の充実

趣味やスポーツ活動の充実

短期入所の充実

コミュニケーション支援の充実

居住支援の充実

（住まい探しなど）

建物・道路などのバリアフリー化

当事者同士で

支援しあえる仕組みづくり

福祉機器・補装具などの充実

訪問系サービスの充実

特にない

その他

無回答

％総数=233 （複数回答）

18 歳未満の方と保護者の方対象、 
 総数＝233（複数回答あり） 在宅の方対象、総数＝2,550（複数回答あり） 

※施策の柱 9「障害者理解と共感のやさしいまちづくり」に係わる回答に下線を引いています。 
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施策の方向 （2）

 

① インクルージョンに基づく、障害者にやさしいまちづくりの推進 

○ 障害のある方が安心・快適に地域生活を送れるよう、建築物、公共交通機関、

歩行空間など生活空間のバリアフリー化を図ります。 

方 向 施策の内容 所管 

拡充 

ハードおよびソフト面から、すべての人が安心・快適に生活でき

るまちづくりに向け、品川区やさしいまちづくり推進協議会を設

置し、計画を推進します。 

福祉計画課 

拡充 

商業、公共、福祉施設が集積し、障害のある方を含む多くの来街

者のある大井町周辺において、バリアフリー計画を策定し、推進

します。 

都市計画課 

拡充 
鉄道事業者を支援し、区内鉄道駅においてバリアフリー化を進め

ます。 
都市計画課 

継続 

ユニバーサルデザインの考え方や景観の観点などを踏まえ策定

した「品川区街のサイン基本マニュアル」にもとづき、公共サイ

ンの設置を推進します。 

広報広聴課 

 

② 合理的配慮を共通基盤とした行政サービスの整備 

○ 合理的配慮を根底とした行政サービスの提供と、提供体制を整備します。 

方 向 施策の内容 所管 

拡充 

区の窓口において、代読・代筆・筆談などそれぞれの来訪者に合

わせた対応を行います。また、障害者福祉課では、手話通訳者を

配置します。 

全庁 

継続 

声の広報、区ホームページにおける音声読み上げ・文字拡大・文

字背景色の変更、「しながわガイド」（便利帳）におけるカラーユ

ニバーサルデザインの取り組みなど、障害特性に配慮した情報提

供手段を充実させ、情報バリアフリー化を進めます。 

広報広聴課 

拡充 区議会本会議や講演会等に手話通訳や要約筆記者を配置します。 全庁 

継続 
プライバシーに配慮した相談室の設置や、車椅子でも利用しやす

い窓口の工夫など、個々の状況に合わせた対応に努めます。 
全庁 
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③障害者理解のための普及・啓発活動の充実 

○ 障害理解に向けての普及・啓発活動や福祉教育をさらに推し進め、障害に対す

る理解不足から生じる誤解や偏見等を取り除くことで地域における心のバリア

フリーを広め、ともに尊重し支え合える地域づくりを進めます。 

方 向 施策の内容 所管 

継続 
障害者週間29を記念し、理解促進・交流を目的とした事業を実施

します。 
障害者福祉課 

拡充 

地域における各種行事や福祉施設のまつり等の実施により、障害

のある人もない人も相互に理解できるよう、交流の機会を促進し

ます。 

障害者福祉課 

拡充 

小・中学生への市民科学習における障害者に関する理解教育や、

教員を対象とした特別支援教育コーディネーター連絡会および

研修を実施し、障害者理解のための教育を推進します。 

教育総合支援 

センター 

継続 

区民・地域支援者を対象とした精神保健に関する講演会の開催等

により、精神障害・疾病に対する理解の普及と啓発活動を推進し

ます。 

保健センター 

継続 
障害者理解に向けた講演会の実施や、パンフレットの作成・配布

を行います。 

障害者福祉課 

人権啓発課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         
29 障害者週間とは、広く人々の間に障害者の福祉についての関心と理解を深めるとともに、障

害者が社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に積極的に参加する意欲を高めることを目的

に定められた週間です。障害者基本法の公布日である 12月 3日を起点とし、障害者の日である

12 月 9日までの 1週間と定められ、2004 年の障害者基本法改正により明記されました。 


